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ば、高知大学は 2015 年度に「地域協働学部」を新設し(2)、2016 年度には、地域デザイン科学部（宇
都宮大学）、国際地域学部（福井大学）、芸術地域デザイン学部（佐賀大学）、地域資源創成学部（宮崎
大学）等が設置された。福知山公立大学は、設置者変更により「地域経営学部」をもつ全国初の大学







































































































決力を育てる」(13)としている。「グローカリスト（Glocalist）」については、「Global と Local をあわ
せた“Glocal”に、人を意味する“ist”を加えた造語」としている。 


























































































































































内容を明らかにする。2019 年度の人財育成のための学士課程の全体像を図示すれば、図 1 のように
整理できる。地域経営学部は地域経営学科と医療福祉経営学科の 2 学科構成だが 4 つの系で示した。 
2.2.1 重視する卒業研究 































































































































発展が見込めるプロジェクトに対し、助成措置（事業総額 50 万円、4 件程度以内）を講じる事業で

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































3.1.2 2017 年度カリの検証過程で講じた措置 
以下では、全国大学基準協会の受審過程および結果を受けて、2017 年度カリキュラムを具体的に
改善してきた措置について述べる（表 3 の「5．教育内容・方法・成果」の「問題点・課題」に対応）。
ここ 1～2 年の教務委員会議事録をもとに紹介する。 





2018 年度現在、2017 年度カリ（1～2 年次用）、2016 年度カリ（3 年次用）、2015 年度カリ（4 年
次用）、2012 年度カリ（4 年次以上）が同時並行的に走っている。この措置を講じることにより、3 年
次以上の学生は受講可能な科目が大幅に増えた。たとえば、地域経営学科の場合には、2016 年度入
学の 3 年次生は新たに 26 科目の受講機会が増える。4 年次生も 26 科目に 3 科目加わり（2016 年度
カリにあるが 2015 年度カリにはない科目）計 29 科目が増え、4 年次以上は 18 科目が増える。この








































































3.2.2 2020 年度新カリキュラムの策定 
地域人財（グローカル人財）の育成のために、2016 年度カリキュラムを改革し、これまでに 2017
年度カリキュラムをつくり上げた。しかし、「認証評価」結果への対応とともに、2017 年度カリキュ
ラムが始まって 2 年が経過するなかでさらに課題も明らかになってきた。以下では、2017 年度カリ
の改善と並行して進んだ、新たな 2020 年度新カリ作成に関する教務委員会等での議論の経過と内容
について、私見を交えつつ、教務委員会議事録をもとに整理しておく。なお、ここでの記載は、2019
年 2 月 6 日現在の内容であり、2020 年度カリの運用までには調整・修正が起こりうることを断わっ
ておく。 



























3.2.3 7 つの改善・改革 
上記の教員会議や教務委員会の議論をとおして、2017 年度カリキュラムを検証・見直し、その結
果、学修アウトカムの実現を確実なものとするため、2020 年度新カリキュラムでは最終的に 7 項目




2017 年度カリキュラムでは、1 年次必修 1 科目（前後期 EnglishⅠ･Ⅱ）、2 年次選択 1 科目（前後










































































































































































































































































































































































































































































































針並びに上記の改善措置に基づき、要卒単位数をこれまでの 126 単位から 2 単位増やして 128 単位


















毎年実施してきた。2018 年で第 6 回目となる。 
最初の 2013 年は 12 県（21 校 165 策）、2015 年には 18 県（22 校 103 策）、そして 2018 年には





義を明確にして位置づけることである（図 1 参照）。 
「田舎力甲子園」では、都会や農村から福知山公立大学に集まった高校生の視点からの、地域協働
型の優れた発想とそれに基づく持続可能性のある取り組み事例が毎年発表される。これらの事例から、






























































の学生、「学生プロジェクト」の参加者（履修者）に参加を義務づける。催しは次の 2 部構成とする。 
第 1 部・午後の前半：田舎力甲子園の最優秀校・優秀校（2 校）の表彰式と発表会 
















































































































































図 5 に示したとおり、「7 つの原則」に基づき、授業（座学）方法の全般的な改善も必要である。な











１年次の「地域経営演習Ⅰ・Ⅱ」は、学生 120 名を 7 クラスに分け、1 クラス 17 名前後の学生を
２名の教員で担当している。この「演習」は１年間「アカデミックスキル」とセットで行うものであ
る。地域を理解する視点を磨き、地域をより深く理解するために、そのスキルと現場を一体的にとら







































































































を磨く体験型学習（FBL：Field based Learning）や問題発見学習（PBL：Problem based Learning）
にとどまらず、遂行能力・実践力も身につける課題解決型学習（PBL：Project based Learning）や、
地域住民とともに遂行する地域協働・課題解決型学習（CBL：Community based Learning）に通じ
























て 2～3 年間取り組むことである。 





















筆者自身は、先行的研究やこの 3 年間の経験をもとに、教育効果の計測に関して 4 枚の「評価票」
として試みた(52)。それが①学生用「自己評価票」（表 5（A）・（B））、②教員用「学修アウトカム評価
票」（表 6）、③教員用「プレゼン評価票」（表 7）、④教員用「論文・レポート評価票」（表 8）の 4 枚
である。これは毎年もしくは毎学期の積み上げにより、演習系のルーブリック（科目別の評価）、学
修ポートフォリオ（長期の評価）として活用できる。本稿では「演習系評価票」と呼ぶことにする。 

















































































































































































































































































































































8点 7点 6点 5点 4点
②同客体・機関・経営体等が抱える問題・課題（研
究テーマ）が何か見出すことができたか
8点 7点 6点 5点 4点
③同客体・機関・経営体等が抱える問題・課題の
背景は何か理解できたか
9点 7点 6点 5点 4点
①同地域の自然・環境、経済・産業、歴史・文化、
社会福祉等の情報を収集・把握できたか
8点 7点 6点 5点 4点
②収集・把握した情報をもとに、上記の問題・課題
の改善・解決のための分析方法は適切か
8点 7点 6点 5点 4点
③聴き手の反応と質問にコミュニケ―ションは適切
であったか、プレゼンは適切か
9点 7点 6点 5点 4点
①上記の問題・課題の改善・解決のために関係
者との連携体制は確保できたか
10点 9点 7点 6点 4点
②同問題・課題の改善・解決に関する価値観・意
見等の違い（論点）の整理・調整はできたか








10点 9点 7点 6点 4点
②上記を遂行するにあたって、たえずPDCAサイク
ルの観点から点検できたか



































































い。評価は学部・学科の成績評価の 5 段階（秀～不可）としている。 
③教員用「プレゼン評価票」 
図 4 のフェーズの「プレゼンテーション」は、これまでにやってきたことの総まとめ的な意味合い
があり、表 7 はそのための評価票である。プレゼンの技法を中心に評価する項目を配置している。 











































































































































































































は年度末に、表 5 を学生が記入し、これを学生と教員の両者が保管する。教員は学生による表 5 の自
己評価を考慮しつつ、独自に評価・判断して表 6 に記入（評価）し保管する。表 7・表 8 により、学
期末・学年末のプレゼン並びに適宜のレポートや学期末レポート、4 年次生は卒業論文等について評
価を行う。 




的指標の設定」であるが、上記 3 種類（表 6・7・8）の評価票をもとにすれば、演習系科目に関して























































































































































































2018 年 1 月、「地域経営演習Ⅰ・Ⅱ」に関して、担当した 2017 年度入学の 1 年次生 11 名に対し
て、1 年間の自己評価とともに簡単な「振り返り」感想文（テーマ：この 1 年間何をどう学び何に気
づき、どう思ったのか）を書いてもらった。地域に対する彼らの思いや考えがある程度みえてくる。
なかでも、2 年次（2018 年度）になって「地域」への思いや考えが定まりつつある 2 名の「振り返
り」感想文と自己評価を紹介し、評価票等に関して明らかになった点を述べる。 















は、福知山市街から 1 年次の演習地である三和地区・T 集落に移住し、地域消防団にも加わり、三和
地区の小中学校の生徒とも交流している。将来は「畑をもって野菜をつくりたい」という。 
他方、B さんの 2017 年度の 1 年間の「振り返り」および自己評価（表 5①（B））は次のようであ
った。 























A さんや B さんの「振り返り」や「自己評価票」に共通した特徴を指摘すれば、2 人とも自分なり
に冷静に振り返りつつ、性格の違いから自己評価にも違いが表れているということであろう。表５に
ついて、表 6 の教員用「学修アウトカム評価票」の評価点で 2 人の評価換算をすると、A さんは 78
点（自己の総合評価では「やや明確」に〇で 87 点）、B さんは 62 点（同様に 60 点）である。 
表 6 の教員用「評価票」による筆者の実際の成績評価は、A さん・B さんともに 5 段階上位の「優」
（80～89 点）であった。A さんはほぼ同じ評価点であるが、B さんは筆者とは大きな違いをみせる。 
筆者が行った表 5①（A）・（B）の⦿印および〇印は、A さん B さんともに 1 年間の総合的な判断




















































高知大学地域協働学部は、2014 年 5 月に文部科学省に設置申請し、大学設置・学校法人審議会の
















































 地域協働学部は、少人数教育をひとつの特徴にしている。「24 人の専任教員で 60 人の学生教育」
（福知山公立大では 23 人の教員で 120 名の学生教育）をどのようにやっているのかというと、次の
4 点にまとめられる(58)。 
①1 年次から地域現場での活動を徹底させる。  
 1 年次前期の「課題探究実践セミナー」では、地域の人々と向き合う方法を身につける（学内実






このような導入と締め括りの間の 3 年間（1 年次後期～3 年次後期）に、下記の年次別実習が配
置されている。実習地域は 2018 年度時点で県内 15 地域、実習科目各 4 単位である。地域での学

















学外実習 60 時間、計 120 時間。 
事業企画プロジェクト実習（後期）：「地域協働企画立案実習」において企画した案を基にして、
地域課題の解決に向けた「商品･サービス・事業等」を具体化するための事業計画等の立案を行
い、実習先と協働して「商品・サービス･事業等」を生み出す。学内実習 56 時間、学外実習 64
















年次から 3 年次までに配置された「地域協働研究」（通年 4 単位）では、各年次で行う演習や実習
で行った内容についての論文作成、並びに技法等の指導を中心とした、いわばアカデミックスキル
を徹底的に学び学年毎に論文を作成する。そして、3 年次までの演習・実習・学びを踏まえて、上
























2018 年度に完成年度となるが、これまで 4 年間の実績では、入口としての入試では AO が 2～5
倍、推薦が 2～3 倍、前期試験が 3～4.5 倍と、いずれも定員超過の状況である。また、2018 年度の











統合するため」の地域協働研究を 1～3 年次の必修科目とし（各年次 4 単位）、4 年間の学びの成果を








ラルを構想している。実習・演習科目ともに 1 年 2 学期制をとり、学生定員 60 名を 6 クラス（1 ク
ラス 10 名）として、2 名の教員で指導する体制をとっている。 
実習科目については上記のとおりであるが、実習科目と講義科目をつなぐ演習となる各学年の「地
域協働研究」は、次のような年間の学びの流れとなる(63)。 
第 1 学期は、オリエンテーション（第 1 週目、到達目標・学習内容を理解させる）、論文作成技法



















年度版ルーブリック（高知大学地域協働学部資料）の一部を紹介したのが表 9 である。 


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































これら「3 つの能力」の評価のレベルは、レベル 1 から 4 まであるが、表 9 の表頭ではレベル 2 ま
でを記載した。レベル 1（授業時最低レベル）および 2（卒業時最低レベル）は記載のとおりであり、
レベル 3 が卒業時の目標レベル、レベル 4 が卒業後レベルを想定したものとなっている。実際の 4 年
間の評価では、レベル 2 までで「十分」としている。そして、レベル 1～4 における各授業（実習）
科目の到達目標等が示され、学生一人ひとりの詳細な評価がなされる。 
表 9 のなかに一例をとって説明する。表 9 の左端最上段にある「地域理解力」・「1．状況把握力」・






























































号, 2016.3, pp.135-141; 藤井正「大学と地方圏の未来」『地理科学』71 巻 3 号, 2016, pp.166-175. 等参照。 















(6)中央教育審議会「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」（平成 30 年 11 月 26 日）文部科学
省ウェブサイト〈http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1411360.htm〉2018.12.27.閲
覧。 










(11)2018 年 6 月には、地方の大学・自治体・地元企業等が連携して産業振興や人財育成に取り組むことに対して
支援する、いわゆる「地方大学・産業創生法」が公布・施行される（正式名は、「地域における大学の振興及び























(19)「グローバル人材育成戦略」（グローバル人材育成推進会議 審議まとめ）2012 年 6 月 4 日、首相官邸ウェ
ブサイト〈http://www.kantei.go.jp/jp/singi/global/1206011matome.pdf〉2018.7.31.閲覧。 
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成 28 年 3 月）内閣府経済社会総合研究所ウェブサイト〈http://www.esri.go.jp/jp/prj/hou/hou074/hou74.pdf〉
2018.12.26.閲覧。 
(21)「教育方針」福知山公立大学ウェブサイト〈http://www.fukuchiyama.ac.jp/faculty/policy/〉2018.7.23.閲
覧。福知山公立大学『履修のてびき』、『シラバス（講義概要）』ともに 2017 年度入学生用。 
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(26)同上, 溝上, pp.25-40. 













編著）勁草書房, 2015, pp.1-3. 
(30)同上, 松井, pp.6-24. 
(31)溝上慎一「第 1 章 アクティブラーニング論から見たディープ・アクティブラーニング」『ディープ・アクテ
ィブラーニング』（松井佳代編著）勁草書房, 2015, pp.39-40; 西岡加名恵編著『「資質・能力」を育てるパフォー
マンス評価 アクティブ・ラーニングをどう充実させるか』明治図書, 2016. 等参照。 
(32)松下佳代「第 1 章 アクティブラーニングをどう評価するか」『アクティブラーニングの評価』（松下佳代・
石井英真編）東信堂, 2016, pp.21-22; 渡部淳「アクティブ・ラーニングは可能か」『世界』892 号, 2017.3, 
pp.57-65. なお、本文では記述しなかったが、渡部は、21 世紀教育国際委員会報告書『学習:秘められた宝』
（「ドロール・レポート」1996 年）に記された「未来の学習の 4 つの柱」に照らしても、アクティブラーニング
を可能にする条件を見出す必要があるとも指摘している。ちなみにドルール・レポートの「未来の学習の 4 つの
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(33)「学習指導要領のポイント、告示等」文科省ウェブサイト〈http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-
cs/1383986.htm〉2018.11.7.閲覧。 





1999 年 3 月の横浜市市民活動推進検討委員会報告書｢横浜市における市民活動との協働に関する基本方針（横浜




1973 年刊、第 2 版は同社から 1994 年刊）。ほかに、花田達朗『公共圏という名の社会空間―公共圏、メディ
ア、市民社会』木鐸社, 1996; 斉藤純一『公共性』（思考のフロンティア）岩波書店, 2000; 佐藤慶幸ほか『市民
社会と批判的公共性』文眞堂,2003; 山口定ほか編『新しい公共性』有斐閣, 2003; ジェームズ・ゴードン・フィ
ンリースン（村井か晋一訳）『1 冊でわかるハーバーマス』岩波書店, 2007; 粕谷信次「グローバリゼーションと
『社会経済』」『経済志林』70 巻 4 号, pp.127-213. が参考になる。 
(38)矢口芳生『持続可能な社会論』農林統計出版, 2018, pp.232-233. 
(39)矢口芳生『持続可能な社会論』農林統計出版, 2018, pp.259-263; 新川達郎「第 6 章 持続可能な地域実現の
ためのローカル・ガバナンス―京都の事例を巡って」『持続可能な地域実現と大学の役割』（白石克孝・石田徹








(41)矢口芳生『持続可能な社会論』農林統計出版, 2018. をテキストとしている。 
(42)福知山公立大学『福知山公立大学研究紀要別冊』第 1 号, 2018.3. 










立大学研究紀要別冊』第 1 号, 2018.3, pp.169-185. 
(46)「農力」とは筆者が 1990 年以来使用しているコンセプトである。詳しくは、矢口芳生『農業貿易摩擦論』
（「矢口芳生著作集」第 2 巻）農林統計出版, 2012, pp.279-281. 
(47)溝上慎一『アクティブラーニングと教授学習パラダイムの転換』東信堂, 2014, pp.25-65. 
(48)鈴木敏江『課題解決力と論理的思考力が身につく プロジェクト学習の基本と手法』教育出版, 2012. 等参
照。 
(49)同上, 鈴木, pp.9-32; 溝上慎一『アクティブラーニングと教授学習パラダイムの転換』東信堂, 2014, pp.120-
125. 
(50)ダネル・スティーブンス、アントニア・レビ（佐藤浩章監訳）『大学教員のためのルーブリック評価入門』玉
川大学出版部, 2014, pp.2-22. 
(51)吉田武彦『水源の里 綾部で文化を紡ぐ―中学生からの地・生・揮づくり』かもがわ出版, 2009. 
(52)上記の溝上、鈴木、西岡の著作、スティーブンスとレビの共著のほかに次を参考にした。西岡加名恵編著
『資質・能力を育てるパフォーマンス評価』明治図書, 2016; 西岡ほか『パフォーマンス評価で生徒の「資質・
能力」を育てる』学事出版, 2017; 田中耕治編『よくわかる教育評価 第２版』ミネルヴァ書房, 2005; 松下佳
代・石井英真編『アクティブ・ラーニングの評価』東信堂, 2016. 等を参照。③教員用「プレゼン評価票」およ
び④教員用「論文・レポート評価票」は、とくにダネル・スティーブンス、アントニア・レビ（佐藤浩章監訳）
『大学教員のためのルーブリック評価入門』玉川大学出版部, 2014, pp.63, 68, 76-77 の表を参考にして作成し
た。 
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